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１．はじめに

 IAEAでは廃止措置のあらゆる局面においてグレーデッドアプローチ
を適用することが提唱されている。

日本原子力学会 廃止措置分科会では、廃止措置に関する標準の整備
を継続しており、その一つとして、
“発電用原子炉施設の廃止措置計画における安全評価基準：2023”
（以下、廃止措置安全評価基準）を整備し、2023年3月1日に制定さ
れ、発行準備中となっている。

安全評価基準では、廃止措置計画にグレーデッドアプローチを適用
するためのベースとなる公衆被ばく防護の観点からの重要度ランク
の分類及び判定の方法を（参考）として例示している。

本資料では、次を説明する。
２章：廃止措置安全評価基準の概要
３章：グレーデッドアプローチの適用例
４章：被ばく評価パラメータ
５章：今後の課題
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２．廃止措置計画における安全評価基準の整備

2.1 新規制定の目的
(1)標準制定の目的

廃止措置の対象となる発電用原子炉施設について，廃止措置計画策定
時の安全評価の基本的考え方及び技術的要求事項を定めること。

(2)廃止措置に関する標準の構成
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原子力施設の廃止措置の基本安全基準（AESJ-SC-A009：2022）

発電用原子炉施設の廃止措置計画に
おける安全評価基準

発電用原子炉施設の廃止措置計画策定基準（AESJ-SC-A002：2022）



２．廃止措置計画における安全評価基準の整備

序文
1. 適用範囲
2. 引用規格
3. 用語及び定義
4. 廃止措置計画における安全評価の基本的考え方

4.1 廃止措置計画における安全評価の目的
4.2 廃止措置計画にグレーデッドアプローチを適用するための安全評価

5. 廃止措置計画における安全評価に関する要求事項
5.1 平常時の施設周辺の一般公衆の被ばく評価に関する要求事項
5.2 事故時の施設周辺の一般公衆の被ばく評価に関する要求事項
5.3 放射線業務従事者の被ばく評価に関する要求事項

6. 廃止措置計画における安全評価の方法
6.1 廃止措置計画における安全評価の手順
6.2 廃止措置計画における安全評価条件の設定方法
6.3 平常時被ばく評価の実施方法
6.4 事故時被ばく評価の実施方法
6.5 放射線業務従事者の被ばく評価の実施方法
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2.2 標準(規定)、附属書(参考)の構成
(1) 本体の目次構成



２．廃止措置計画における安全評価基準の整備 6

2.2 標準(規定)、附属書(参考)の構成
(2) 附属書(参考)の構成

備考タイトル附属書

重要度設定方法の例示グレーデッドアプローチを適用した廃止措置計画における
安全評価の考え方の例附属書A (参考)

電中研ハンドブック引用平常時における施設周辺の一般公衆の被ばく評価モデル例附属書B (参考)

電中研ハンドブック引用事故時における施設周辺の一般公衆の被ばく評価モデル例附属書C (参考)

電中研ハンドブック引用廃止措置時の平常時被ばく評価における被ばく経路及び
評価対象放射性核種の選定例附属書D (参考)

電中研ハンドブック引用廃止措置時の事故時被ばく評価における評価対象放射性核種
の選定例附属書E (参考)

電中研ハンドブック引用廃止措置時の被ばく評価パラメータ例＜線量評価パラメータ＞附属書F (参考)

電中研ハンドブック引用廃止措置時の被ばく評価パラメータ例＜飛散パラメータ＞附属書G (参考)

電中研ハンドブック引用最大想定事故の選定方法附属書H (参考)

放射線業務従事者の被ばく線量評価方法附属書I (参考)

暫定的重要度分類の例示グレーデッドアプローチを適用した廃止措置計画における
安全評価の事例附属書J (参考)

解説

電中研ハンドブック：“廃止措置工事環境影響評価ハンドブック（第3次版）”，(財) 電力中央研究所，平成19年3月，
（“平成18年度発電用原子炉廃止措置工事環境影響評価技術調査（環境影響評価パラメータの調査研究）”添付資料）



２．廃止措置計画における安全評価基準の整備

2.3 廃止措置計画における安全評価の基本的考え方
(1)廃止措置計画における安全評価の目的［4.1章］

廃止措置計画の安全評価の目的は，次の日本原子力学会標準
“原子力施設の廃止措置の基本安全基準 ：2022” AESJ-SC-A009：2022
“発電用原子炉施設の廃止措置計画策定基準：2022” AESJ-SC-A002：2022

からの要求に基づき，選定された廃止措置の方策及び計画された廃止措置の作業
が放射線防護の観点から安全であることを証明することである。

そのために，次を実施しなければならない。

－廃止措置の作業を安全に実施できることを確認する。

－計画された廃止措置の作業が放射線防護の観点で，一般公衆及び放射線業務従事者
の被ばくに対してALARAの精神に則り，箇条5に示す次の基準を超えることがない
ことを確認する。
線量目標値：一般公衆［平常時］
目安線量 ：一般公衆［事故時］
実効線量限度又は計画線量：放射線業務従事者

－施設の維持管理に関し，次を明確にする。
廃止措置の作業を安全に実施するために必要な設備とその能力
その維持管理が必要となる期間
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２．廃止措置計画における安全評価基準の整備

2.3 廃止措置計画における安全評価の基本的考え方
(2)廃止措置計画にグレーデッドアプローチを適用するための安全評価
［4.2章］

 廃止措置対象施設の特性及び廃止措置の作業に伴う放射線リスクの大きさ
に応じて効果的な廃止措置の方策，作業の手順，安全対策などを計画する
ために，放射線に対する安全評価を実施しなければならない。

 そのための手段として，基本安全基準の5.4及び廃止措置計画策定基準の
5.5に則り，グレーデッドアプローチの考え方を適用し，廃止措置対象施設
の状態を考慮し，除染，解体，撤去，処理，移送などの廃止措置の作業を
安全に実施するために維持すべき設備とその性能を安全評価によって特定
しなければならない。
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２．廃止措置計画における安全評価基準の整備

2.4 廃止措置計画における安全評価に関する要求事項
(1) 平常時の周辺公衆の被ばく評価の実施［5.1章］

a) 線量目標値
・放射性物質の放出による被ばく：50µSv/y/ｻｲﾄ以下
・施設からの放射線の放出による被ばく：50µGy/y/ｻｲﾄ以下

（中性子の影響がある場合：50µSv/y/ｻｲﾄ以下）
b) 濃度限度

・周辺監視区域外の排気中／排水中の濃度限度以下
⇒ 放出管理目標値の設定

(2) 事故時の周辺公衆の被ばく評価の実施［5.2章］
a) 目安線量

・事故当たりに5mSv以下（発生頻度：5年間の平均が1mSv/y以下）
（放射性物質の放出による線量と施設からの放射線の放出による線量の合算）

(3) 放射線業務従事者の被ばく評価の実施［5.3章］
・ALARA精神に則り、合理的に達成し得る限り従事者の総被ばく量を低減
⇒ 計画線量の目標値を設定

9



２．廃止措置計画における安全評価基準の整備

2.5 廃止措置計画に
おける安全評価
の方法

10

廃止措置対象施設の特性調査結果
に基づく廃止措置計画

（工法，放射能インベントリ）

工事の手順及び状態の設定

平常時被ばく評価

従事者被ばく評価

線量目標値

満足しない

満足しない

満足する

計画線量の目標値

満足する

放出／被ばく
低減対策

事故発生防止／
影響緩和対策

阻害要因の検討

事故シナリオの設定

事故時被ばく評価

満足しない
目安線量

満足する

評価完了

被ばく経路の選定
評価対象放射性核種の選定
安全評価パラメータの設定

平常時被ばく評価の実施
（6.3）

事故時被ばく評価の実施
（6.4）

評価条件の設定（6.2）

従事者被ばく評価の実施
（6.5）

(1) 廃止措置計画の
安全評価の手順

(2) 安全評価条件の設定方法
・放射性物質の発生源
・放出経路の設定
・被ばく経路の設定
・被ばく評価モデルの設定
・評価対象放射性核種の選定
・安全評価パラメータの設定

⇒附属書B～I

(3) 平常時被ばく評価の実施方法

(4) 事故時被ばく評価の実施方法

(5) 放射線業務従事者の
被ばく評価の実施方法

［6.1章］

［6.2章］

［6.3章］

［6.4章］

［6.5章］



３．グレーデッドアプローチ適用

3.1 廃止措置段階のリスク
 廃止措置とは、廃棄物の塊（運転を終了した原子力施設）を安全，適切に分類して，

廃棄物として処理すること。（C. Austin, 2016）
 放射性物質という「リスク」を内包している原子力施設を解体し，放射性物質を廃棄

もしくは管理下におくとともに，施設自体からは，放射性物質による被ばくもしくは
汚染のリスクを無くすこと。

 安全に関する基本的考え方は変わらないが，リスクに応じた対策が極めて重要である。

11

SSG-77 Safety Assessment for Decommissioning, Annex-A



３．グレーデッドアプローチ適用

3.2 グレーデッドアプローチについて
(1) グレーデッドアプローチとは （IAEA Safety Glossary 引用）

 規制体系あるいは安全系のような管理又は制御するシステムに対し，適用される管理又は制御法
手段や条件の厳格さが，管理又は制御の喪失の起こり易さと起こりうる影響，及び管理又は制御
の喪失に係るリスクのレベルと，実行可能な範囲で釣り合っていること。

 行為あるいは線源の特性，被ばくの大きさや起こりやすさに見合った安全要件を適用すること。

(2) 公衆被ばく防護の観点からの重要度の区分
 グレーデッドアプローチの考え方を適用した廃止措置計画立案のための安全評価では、

公衆被ばく防護の観点からの重要度を3つの領域に区分する。
1) 安全確保対策を必須とする領域
2) 事業者の自主努力で安全確保対策を実施する領域
3) 安全確保対策を必要としない領域

(3) 重要度に応じた安全評価の詳細度
 重要度を判定するための周辺公衆の線量評価は、２段階で実施する。

第1段階（概略評価）：想定される全事故を考慮した包括的な条件に基づく残存放射能量と
周辺公衆の被ばく線量との関係を予め求めておき、判定基準となる残存放射能量
と取扱対象物の残存放射能量との比較により重要度ランクを判定する。

第2段階（詳細評価）：対象とする事故の現実的な放出条件に基づき周辺公衆の被ばく線量
を求め、判定基準となる実効線量との比較により重要度ランクを判定する。

重要度の分類は、重要度の低い方から段階的に実施し、評価の効率化を図る。

12



３．グレーデッドアプローチ適用

3.3 公衆被ばく防護の観点からの重要度ランク（例示）

(1) 重要度ランクの判定基準（例）

13

安全確保対策への要求事項判定基準a)重要度区分

・事故発生防止対策及び事故発生時の
影響緩和対策を要求（5mSv以下にすること）

・安全確保対策の機能を確実に確保
Ds1 ＞ 5mSvランクA対策を

要求

・事故発生防止対策及び事故発生時の
影響緩和対策を事業者の自主努力で実施

・安全確保対策の機能を確保

5mSv ≧ Ds1
及び

Ds2 ＞ 300μSv/y
ランクB

事業者の
自主努力

・事故発生防止対策及び事故発生時の
影響緩和対策を事業者の自主努力で実施

・安全確保対策の機能を確保

5mSv ≧ Ds1
及び

300μSv/y ≧ Ds2 ＞ 10μSv/y
ランクC

・事故発生防止対策及び事故発生時の
影響緩和対策を要求しない

残存放射能量による判定：
非飛散性：1×1011 Bq≧ As1
飛散性 ：1×1010 Bq≧ As2
（10μSv/y ≧ Ds2に相当）

ランクD対策不要

注a) Ds1：短期被ばく経路による線量（放射性雲＋吸入摂取）
Ds2：短期＋⾧期被ばく経路による線量（短期経路＋地表面沈着＋農作物摂取）



３．グレーデッドアプローチ適用

3.3 公衆被ばく防護の観点からの重要度ランク（例示）

(2) 重要度ランク判定基準の設定根拠

14

300μSv/y：公衆被ばく管理に対する線量拘束値

≒200μSv/y：公衆の潜在被ばくに対するリスク拘束値（1×10-5 /年）
に相当する線量 （＝1×10-5 (/年)／0.05(/Sv) ＝ 2×10-4(Sv/年)）

1mSv/y ：公衆の年間の線量限度

5mSv ：公衆に対する事故時の目安線量

10μSv/y ：免除レベルの上限値

C

D

対策を必要
とする領域

事業者の
自主努力で
対策する

領域

受忍され
得るリスク

の領域

対策を必要
としない

領域

≒2mSv/y：受忍され得るリスクの上限（1×10-4 /年）
［英国SAPsの BSL］に相当する線量

［＝ (1×10-4 /年)／(0.05 /Sv) ＝ 2×10-3(Sv/年)］

≒20μSv/y：受忍され得るリスクの下限（1×10-6 /年）
［英国SAPsの BSO］に相当する線量

［＝ (1×10-6 /年)／(0.05 /Sv) ＝ 2×10-5(Sv/年)］

発生頻度が低いことを条件
として5mSvとする

300μSv/y
（線量拘束値）

余裕を考慮して
10μSv/yとする

A

B



３．グレーデッドアプローチ適用

3.3 公衆被ばく防護の観点からの重要度ランク（例示）

(3) 重要度ランクと放射能量の関係
 公衆被ばく防護の観点からの重要度ランクを判定する基準のうち、第1段階（概略

評価）で使用する放射能量の基準を決定するための放射能量と線量の関係を求める。

 Co-60に関する判定基準線量に相当する放射能量

15

事故時の放射性物質の
・飛散率
・屋外放出割合

設備の残存放射能量 放出放射能量 周辺公衆の線量

短期被ばく経路
・放射性雲による外部被ばく
・吸入摂取による内部被ばく
⾧期被ばく経路
・地表面沈着による外部被ばく
・農作物摂取による内部被ばく

D

ABC

施設の残存放射能量（Bq）放出量（Bq）

非飛散性核種（放射化）飛散性核種（表面汚染）
10μSv/ yに
到達する量

300μSv/yに
到達する量

5mSvに
到達する量 10μSv/ yに

到達する量
300μSv/ yに
到達する量

5mSvに
到達する量

10μSv/ yに
到達する量

300μSv/ yに
到達する量

5mSvに
到達する量

1×10115×10122×10151×10105×10112×10141×1085×1092×1012

放出量＝0.001×残存放射能量
飛散率 ＝ 1％

屋外放出割合＝10％

放出量＝0.01×残存放射能量
飛散率 ＝ 10％

屋外放出割合＝10％
放出量算定式

A

D D

B C C CB B C C C



３．グレーデッドアプローチ適用

3.4 重要度ランクの判定方法（例示）

(1) 重要度ランクの判定フロー

16

残存放射能量

取扱対象物の
残存放射能量の設定

取扱対象物の抽出

工事計画 As ：残存放射能量（Co-60の判断基準の例）
Ds ：事象発生時の周辺公衆の実効線量

Ds1：短期被ばく経路による線量（放射性雲＋吸入摂取）
Ds2：短期及び⾧期被ばく経路による線量（短期経路＋沈着＋農作物摂取）

実効線量

実効線量

重要度ランク

D
安全上の対策
を必要としない

周辺公衆の
実効線量の評価As＞1×1010 Bq

Ds1＞5mSv

Ds2＞300μSv/y

事業者の
自主努力の範囲

安全上の対策
を要求する範囲

10µSv/yに相当する
残存放射能量以下
（As≦1×1010 Bq）

（第1段階）

（第2段階）

Ds1≦5mSv

Ds2≦10μSv/y

300μSv/y≧Ds2＞10μSv/y

重要度ランク

C
防護の最適化で
安全上の対策を

実施

重要度ランク

B
防護の最適化で
安全上の対策を

実施

重要度ランク

A
安全上の対策
を必要とする

安全上の対策
を要求しない範囲



３．グレーデッドアプローチ適用

3.4 重要度ランク
の判定方法（例示）

(2) グレーデッドアプローチ
を適用した安全評価手順

17

被ばく経路の選定
評価対象核種の選定
安全評価パラメータの設定

（第1段階）

（第2段階）

平常時被ばく評価

従事者の被ばく評価

評価条件の設定

工事の手順及び状態の設定

平常時被ばく評価

放出／被ばく
低減対策

線量目標値
満足しない

満足する

満足しない
計画線量の目標値

満足する

事故時被ばく評価
グレーデッド

アプローチ適用

廃止措置対象施設の特性調査
に基づく廃止措置計画

（工法，放射能インベントリ）

事故発生防止／
影響緩和対策

新たな対策検討
重要度

新たな対策不要

評価完了（作業／設備維持の管理計画）

阻害要因の検討

事故シナリオの設定

残存放射能量が
10µSv/y相当以下か？

Yes（以下）

No（超える)

事故時被ばく評価

事故の重要度の設定

従事者の被ばく評価



３．グレーデッドアプローチ適用

3.5 PWRに関する解体対象物の重要度ランク試算例
重要度ランクA～Cについては，仮設定の位置付けで概略評価の結果を示した

ものであり，詳細評価を行って重要度ランクを設定し直す必要がある。

［減衰期間：6年、表内の%値：管理区域内物質重量に対する割合］
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非飛散性核種（放射化）＋飛散性核種（表面汚染）
重要度ランク

原子炉補助建屋（AB）内原子炉建屋（RB）内原子炉格納容器（CV）内

－－炉内構造物 0.03％ランクA

機器類

0.9％

機器類
燃料取扱設備

0.8％

原子炉容器
炉内計装設備
格納容器内構造物
1次冷却材ポンプ
蒸気発生器
機器類 14％

ランクB

WDC機器類

0.1％

建屋構造物

0.1％

1次冷却材管
加圧器
燃料取扱設備 0.2％

ランクC

換気空調設備
建屋構造物
ケーブル類
電源設備
建屋 40％

WDS機器類
換気空調設備
ケーブル類
建屋

42％

換気空調設備
ケーブル類
格納容器

1.5％

ランクD



４．線量評価パラメータの整備

4.1 核種データの整備
(1) 核種の種類

1) 電中研ハンドブックによる55核種を対象とする。

(2) 核種の半減期
1) ICRP pub.107

(3) 核種の崩壊定数
1) ICRP pub.107の核種半減期から1年を365.2422日として秒の単位で崩壊定数を求める。

2) 半減期（Ｔ1/2）から崩壊定数λへの変換：λ＝ln(2)／T1/2

(4) 崩壊系列
1) ICRP pub.107の崩壊系列情報を基本とする。

2) 放射平衡の崩壊系列核種があるものは、以下の条件に該当する核種を考慮する。

① 親核種の半減期に比べて崩壊系列核種の半減期が短い

② ICRP pub.107に基づき、崩壊系列核種を含む100年間の積算エネルギーが平衡になる
核種を考慮

3) 崩壊系列に係る分岐比を考慮する。

19



４．線量評価パラメータの整備

4.1 核種データの整備
(5) ガンマ線実効エネルギー

1) ICRP pub.107のガンマ線実効エネルギー、X線実効エネルギー、陽電子消滅光子実効エネルギー
を使用する。

2) 放射平衡の崩壊系列核種がある場合は、親核種の実効エネルギーに対して崩壊系列核種の分岐比
と実効エネルギーの積を加算する。

3)（対象 ： U-234の崩壊系列核種）放射平衡核種であっても、半減期の極めて⾧い崩壊系列核種
については、親核種に対するガンマ線の積算放出エネルギーの寄与が小さい場合には加算の対象
としない。

4)（対象 ： Pu-241の崩壊系列核種）放射平衡でない崩壊系列核種であっても、親核種に対する
ガンマ線の積算放出エネルギーの寄与が大きい核種については加算の対象とする。

(6) 吸入摂取による実効線量換算係数
1)申請に係る評価：（平常時被ばく評価）ICRP pub.119 の成人

（事故時被ばく評価）ICRP pub.119 の小児
2)重要度ランク設定に係る評価：ICRP pub.119 の成人，幼児，乳児
3)複数の化学形態の線量換算係数がある場合：原則として最大となる形態の線量換算係数を採用
4)公衆被ばく評価において化学形態が特定できる場合：その化学形態の値を採用可

20



(参考) ４．線量評価パラメータの整備

4.1 核種データの整備
(7) 経口摂取による実効線量換算係数［ ICRP pub.123 p345-347 Corrigenda参照］

1) 申請に係る評価：（平常時被ばく評価）ICRP pub.123 の成人
2) 重要度ランク設定に係る評価：ICRP pub.123 の成人，幼児，乳児
3) 複数の化学形態の線量換算係数がある場合：最大となる形態の線量換算係数を採用
4) 公衆被ばく評価において化学形態が特定できる場合：その化学形態の値を採用可
5) 乳児を除き、ICRP pub.119、pub.123は ICRP pub.72 の値と相違ないことを確認済

(8) 地表面に沈着した放射性物質からの線量換算係数
1) 重要度ランク設定に係る評価：地表面沈着放射性物質からのガンマ線による外部実効線量を評価
2) 電中研ハンドブックの線量換算係数を採用
3) 地表面沈着後の放射性崩壊による減衰係数：(9)項の減衰割合を(8)2)項の換算係数に乗じて考慮

(9) 地表面沈着後の放射性崩壊による減衰係数

𝐹஺_େ୭଺଴ =  
1

𝑇ௗଵ
  ×  න 𝑒ିఒి౥లబ ȉ௧

்೏భ

଴

 𝑑𝑡 =  
1

𝑇ௗଵ
  ȉ  

1

𝜆௜
 1 − 𝑒ିఒి౥లబȉ்೏భ

ここで、
𝐹஺_େ୭଺଴ ：Co-60 の沈着後の放射性崩壊による減衰割合(－)
𝑇ௗଵ ：被ばく期間 (s) ［1年］
𝜆େ୭଺଴ ：Co-60 の崩壊定数 (1/s)
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４．線量評価パラメータの整備

4.1 核種データの整備
(10) 農作物の葉面への付着割合
(11) 農作物の葉面から可食部への移行割合
(12) 農作物の土壌から可食部への移行割合
(13) 農作物の炭素重量
(14) 農作物の水素重量
(15) 人体の海産物摂取量
(16) 海洋系の外部被ばくに関する実効線量換算係数
(17) 核種の海水からの移行係数
(18) 核種の生物濃縮係数
(19) 海産物の市場希釈係数
(20) 海洋系の外部被ばく評価に係る被ばく時間

(21) 海水希釈係数（希釈放出 or 海洋希釈）

22

電中研ハンドブックの値を採用



４．線量評価パラメータの整備

4.2 線量評価パラメータの種類と整備の状況
(1) 気体放出系

23

備考変更データの種類分類番号

ICRP pub.107あり半減期／崩壊定数（/s）核種データ1

ICRP pub.107ありガンマ線実効エネルギー（MeV/nt）核種データ2

電中研ハンドブック
（一般公衆の線量評価（内規））なし乾燥沈着速度（m/s）核種データ3

電中研ハンドブック
（線量目標値指針、安全評価指針）なし呼吸率（m3/d）摂取データ4

電中研ハンドブック
（線量目標値指針、再処理申請書）なし人体の農作物摂取量（g/d）摂取データ5

電中研ハンドブック
（線量目標値指針、再処理申請書）なし人体の畜産物摂取量（g/d）摂取データ6

電中研ハンドブック（再処理申請書）なし家畜の試料摂取量（kg/d）摂取データ7

電中研ハンドブック
（安全側に水摂取量無視）なし家畜の水摂取量（kg/d）摂取データ8

電中研ハンドブック
（ICRP pub.119）（変更なし）なし吸入摂取に係る実効線量換算係数（Sv/Bq）線量換算係数9

ICRP pub.123（乳児変更あり）なし経口摂取に係る実効線量換算係数（Sv/Bq）線量換算係数10

電中研ハンドブックなし地表面に沈着した放射性物質からの線量換算係数
（mSv/y）/（Bq/m2）線量換算係数11

国内P/Bサイト申請値の平均あり相対濃度 Χ/Q （s/m3）拡散データ12

国内P/Bサイト申請値の平均あり相対線量 D/Q （Sv/Bq）拡散データ13



４．線量評価パラメータの整備

4.2 線量評価パラメータの種類と整備の状況
(1) 気体放出系

24

備考変更データの種類分類番号

電中研ハンドブック
（系外除去を無視）なし土壌からの系外除去率（－）環境移行データ14

電中研ハンドブック
（再処理申請書／R.G.1.109）なし農作物の葉面への付着割合（－）環境移行データ15

電中研ハンドブック
（一般公衆の線量評価（内規））なし農作物に関する核種のウェザリング除去率（/s）環境移行データ16

電中研ハンドブック（再処理申請書）なし農作物の栽培密度（kg/m2）環境移行データ17

電中研ハンドブック（再処理申請書）なし農作物への沈着を考慮する期間（day）環境移行データ18

電中研ハンドブック（CEC）なし農作物の葉面から可食部への移行割合（－）環境移行データ19

電中研ハンドブック
（R.G.1.109／DOE/TIC-11468）なし農作物の土壌から可食部への移行割合

（Bq/kg-p）/（Bq/kg-soil）環境移行データ20

電中研ハンドブック
（再処理申請書／UCID-17743）なし農作物の水素重量割合（kg-H/kg-p）環境移行データ21

電中研ハンドブック
（再処理申請書）なし空気中の水素炭素重量割合（kg-H/m3）環境移行データ22

電中研ハンドブック
（再処理申請書／UCID-17743）なし農作物の炭素重量割合（kg-C/kg-p）環境移行データ23

電中研ハンドブック
（再処理申請書／DOE/TIC-11468）なし空気中の炭素重量割合（kg-C/m3）環境移行データ24

電中研ハンドブック（再処理申請書）なし農作物に関する実効地表面密度（kg/m2）環境移行データ25

電中研ハンドブック（市場希釈無視）なし農作物の市場希釈係数（－）環境移行データ26



４．線量評価パラメータの整備

4.2 線量評価パラメータの種類と整備の状況
(1) 気体放出系

(2) 液体放出系

25

備考変更データの種類分類番号

電中研ハンドブック
（一般公衆の線量評価（内規））なし核種の畜産物への移行割合（Bq/kg)/(Bq/kg）又は

（Bq/ℓ)/(Bq/kg）
環境移行データ27

電中研ハンドブック
（再処理申請書／UCID-17743）なし畜産物中の水素重量割合（kg-H/kg）環境移行データ28

電中研ハンドブック
（再処理申請書／UCID-17743）なし畜産物中の炭素重量割合（kg-C/kg）環境移行データ29

備考変更データの種類分類番号

ICRP pub.107あり半減期／崩壊定数（/s）核種データ1

ICRP pub.107ありガンマ線実効エネルギー（MeV/nt）核種データ2

電中研ハンドブック
（線量目標値指針）なし

人体の海産物摂取量
1) 魚類 (g/d)
2) 無脊椎動物 (g/d)
3) 海藻類 (g/d)

摂取データ3

ICRP pub.123（乳児変更あり）なし経口摂取に係る実効線量換算係数（Sv/Bq）線量換算係数4

電中研ハンドブックなし

海洋系の外部被ばくに関する実効線量換算係数
1) 海浜砂 (μSv/h)／(Bq/kg)
2) 海水面 (μSv/h)／(Bq/m3)
3) 海中 (μSv/h)／(Bq/m3)
4) 船体 (μSv/h)／(Bq/m2)
5) 漁網 (μSv/h)／(Bq/kg)

線量換算係数5



４．線量評価パラメータの整備

4.2 線量評価パラメータの種類と整備の状況
(2) 液体放出系

26

備考変更データの種類分類番号

電中研ハンドブック
（一般公衆の線量評価、再処理申請書）なし

核種の海水からの移行係数
1) 海水から海浜砂への移行係数 (m3/kg)
2) 海水から船体への移行係数 (m3/m2)
3) 海水から漁網への移行係数 （m3/kg）

環境移行データ6

電中研ハンドブック
（線量目標値指針、再処理申請書、

R.G.1.109、TRS、DOE/TIC-11468）
なし

元素の生物濃縮係数
1) 魚類 (m3/kg)
2) 無脊椎動物 (m3/kg)
3) 海藻類 (m3/kg)

環境移行データ7

電中研ハンドブック（市場希釈無視）なし海産物の市場希釈係数（－）環境移行データ8

電中研ハンドブック
（一般公衆の線量評価）なし海洋系の外部被ばく評価に係る被ばく時間

(h/y)暴露データ9

希釈放出又は海洋希釈－海水希釈係数（－）拡散データ10

4.３ 飛散パラメータ整備の状況
(1) 電中研ハンドブックに基づく飛散パラメータの例示（附属書G）

(2) DOEハンドブックに基づく事故時の飛散パラメータの整理（NED379(2021)111212）

飛散割合屋外放出割合飛散率種類

0.00110％1％非飛散性核種（放射化）

0.0110％10％飛散性核（表面汚染物）



４．線量評価パラメータの整備

4.３ 飛散パラメータ整備の状況
(２) ① 放射性物質の飛散率（NED379(2021)111212）

27

起因事象  
飛散対象 

物質  
シナリオ 

飛散率  
包括的な適用方法 

事象別の値  包括的な値 

火災 

金属母材 
／不燃物 

火災時の金属(母材)の飛散 1E-3 
1E-2 

＜火災＞  

燃焼するものによって飛散率が大きく異なるため，

包括的な値も分割が必要であり，以下のとおりとす

る。 
1) 可燃物        1.0 
2) 金属(母材)       0.01  
3) 金属(表面付着物)    0.01  
4) HEPA フィルタ捕集物  1E-4 
5) H-3          1.0  

6) 燃料ギャップ FP    0.05  

火災時の不燃性固体成分の飛散  1E-2 

燃焼物  
火災による混合廃棄物の飛散 1E-3 

1 火災時のパッケージ化されていない可燃性廃棄物の飛散 1E-2 
火災時の焼却灰の飛散 1 

表面汚染物  
火災に伴う金属の酸化腐食による飛散 1E-4 

1E-2 
火災時のコンクリート表面付着物の飛散 1E-2 

HEPA フィルタ 
捕集物  

火災時の HEPA フィルタからの飛散 1E-4 1E-4 

燃料ギャップ FP 火災時の損傷燃料ギャップ中 FP の飛散 5E-2 5E-2 

H-3 火災昇温時のコンクリートからの H-3 の飛散 
高温時：1.0 
低温時：0.5 

高温時：1.0  
低温時：0.5  

爆発 

ルーズな 
汚染物  

(堆積物) 

爆発時のルーズな酸化物の飛散(気流：小) 1E-2 
1E-1 ＜爆発＞  

対象物の性状によって風圧の影響が大きく異なるた

め，包括的な値も分割が必要であり，以下のとおり

とする。  
1) ルーズな表面付着物(堆積物) 0.1 
2) 固形物(可燃物，不燃物)   0.01  

3) HEPA フィルタ捕集物    0.01  

爆発時のルーズな酸化物の飛散(気流：大) 1E-1 

汚染物  
爆発時の衝撃による飛散  1E-2 

1E-2 
爆発時の衝撃／爆風による可燃性廃棄物の飛散 1E-3 

HEPA フィルタ 
捕集物  

爆発時の HEPA フィルタからの飛散 1E-5 
1E-2 

爆風による HEPA フィルタからの飛散  1E-2 

落下／衝突  

金属母材 
廃棄物  

3m 以下の落下による母材の飛散 1E-2 

1E-2 

＜落下／衝突／転倒＞ 
衝撃を受ける対象物の性状によって飛散性が異なる

ため，包括的な値も分割が必要であり，以下のとお

りとする。 
1) 固形物       0.01 
2) ダスト,粉体      0.1 
3) HEPA フィルタ付着物 0.01 (ケーシングなし) 

             0.001  (ケーシングあり) 

脆性破壊が起こらない金属落下時の母材の飛散 1E-3 

可燃性物質 1.5m 落下時の飛散  0 

不燃性物質 1.5m 落下時の飛散  0 

骨材、ガラス 1.5m 落下時の飛散 1E-5 

可燃性物質衝突時の飛散  1E-3 

周辺ダスト  重量物落下時のダストの飛散 1E-1 1E-1 

HEPA 
フィルタ 
付着物  

ケーシングされた HEPA フィルタ落下時の付着物の飛散  1E-3 
1E-2 ケーシングされていない HEPA フィルタ落下時の付着物

の飛散  
1E-2 

再浮遊  ダスト  

風がある場合のダスト舞上がりの飛散（粉塵層）  1E-1 1E-1 
＜ダスト飛散＞  
風によるダスト,粉体の舞い上がりを考慮する場合の

飛散率は以下のとおりとする。 
1) ダスト(粉塵層：有風時) 0.1  
2) ダスト(固形物：有風時) 0.01 
3) ダスト(粉体層：無風時) 0.001  

風がある場合のダスト舞上がりの飛散（廃棄物）  1E-2 1E-2 

風がない場合のダスト舞上がりの飛散（粉体層）  1E-3 1E-3 

地震 砂．土  地震の振動による粉塵の舞上り  1E-2 1E-2 
＜地震＞  
地震時のダスト，粉塵の飛散率(舞い上がり)は 0.01
とする。  



４．線量評価パラメータの整備

4.３ 飛散パラメータ整備の状況
(2) ② 屋外放出割合（NED379(2021)111212）
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LPF想定する状態ケース

10％

・落下／衝突／転倒（高温流体の漏洩がない場合）
・地震（高温流体の漏洩がない場合）
・流体の漏洩（高温流体でない場合）
・異常切断（高温流体の漏洩がない場合）
・火災（HEPA捕集効果が期待できる場合）
・爆発（HEPA捕集効果が期待できる場合）
・液体系のポンプ、弁の機能喪失
・換気停止（積極的な建屋内空気の漏洩がない場合）

ケース1

100％

・火災（HEPA捕集効果が期待できない場合）
・爆発（HEPA捕集効果が期待できない場合）
・流体の漏洩（高温流体の場合）
・ケース1に該当しない事象

ケース2



5．公衆審査対応

(1) 標準原案に関する公衆審査の結果
件名：「発電用原子炉施設の廃止措置計画における安全評価基準：20XX」

公衆審査期間：2022年11月15日(水) ～ 2023年1月14日(土)
・2名の方からコメントを受信

(2) コメントの概要

① 附属書Hにおいて示されている起因事象だけでは十分とは言えない。
② 附属書Hの図H.10の事象検討ツリーについて、発電所は津波の影響を
受けないとしているが、現状を考慮した表現とすべきである。

③ 起因事象の定義が曖昧であり、定義し直す必要がある。
④ 地震に関する事象検討ツリーがあった方がよい。
⑤ 概略評価であっても、炉内構造物が重要度ランクAに該当とするのは
懸念される。これについて原子力学会の見解を記載してほしい。

⑥ 炉内構造物の解体が重要度ランクAであれば、放出を防止する換気設備
の耐震クラスをSsとする必要がある。
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5．公衆審査対応

① 附属書Hにおいて示されている起因事象だけでは十分とは言えない。
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5．公衆審査対応

②附属書Hの図H.10の事象検討ツリーについて、発電所は津波の影響を
受けないとしているが、現状を考慮した表現とすべきである。

31



5．公衆審査対応

③起因事象の定義が曖昧であり、定義し直す必要がある。

• 5.8 起因事象の定義について

起因事象の定義について，AESJ-SC-TR014ではリスク評価において機器
類の故障確率などを設定して事象の発生頻度を求めることを目的として，
事象の直接的な要因となる設備の機能停止などを対象として定義している。
また，設備の機能喪失などは内部ハザード，外部ハザード，人為ハザードに
よって起こり得るとしている。よって，地震を起因事象としていない。

一方，この標準では廃止措置段階において想定される事象を抽出すること
としており，運転段階に比べて廃止措置段階では多種多様な設備の人為操作
が多くなること及び内部ハザード，外部ハザード，人為ハザードを考慮して
事象を抽出することが目的となることから，JIS Z 4001の定義に基づく方が
整理がしやすいと考えられる。よって，この標準ではJIS Z 4001の定義に
基づき事象選定の手順を記載することとした。
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5．公衆審査対応

④地震に関する事象検討ツリーがあった方がよい。
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5．公衆審査対応

5.1 公衆審査の概要
④地震に関する事象検討ツリーがあった方がよい。
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5．公衆審査対応

④地震に関する事象検討ツリーがあった方がよい。
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5．公衆審査対応

⑤概略評価であっても、炉内構造物が重要度ランクAに該当とするのは
懸念される。これについて原子力学会の見解を記載してほしい。

• 5.10 概略評価の位置付けについて

附属書Aで示している安全評価の第一段階として実施する概略評価は，
危険性がないか又は極めて低いと考えれる物質を判定することを目的として，
想定し得るすべての事象を包含する放射性物質の飛散条件を設定して評価
（判定）する手法としている。この評価で重要度ランクD（10µSv/y以下）
を超える場合には，第二段階の詳細評価を行って重要度ランクを設定する
こととしている。詳細評価の際には，工法又は工事の手順の変更によって
根本的に危険性を回避することができれば重要度ランクを下げることができ
る。また，事象の発生とその規模について物理的な可能性を考慮することで
重要度ランクが下がる可能性もある。想定される重要度の大きさに相応して
事故シナリオとその発生の可能性の検討を詳細化して重要度ランクを設定す
ることとする。

概略評価に基づく暫定的な結果を附属書Jに載せることによって，潜在的
危険性を考慮した上で，例えば，炉内構造物の解体において適切な工法を
選択するよう注意喚起することとした。
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5．公衆審査対応

⑥炉内構造物の解体が重要度ランクAであれば、放出を防止する換気設備
の耐震クラスをSsとする必要がある。

＜回答＞

炉内構造物の解体の活動が重要度ランクAになると確定した場合には，
換気設備及び建屋の耐震クラスをSにする必要が生じる可能性があるが，
炉内構造物の取扱いに関する重要度ランクは，概略評価の結果ではなく，
想定事象ごとに飛散条件を設定した詳細評価の結果に基づいて判断する
ことになる。
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6．まとめ

「発電用原子炉施設の廃止措置計画における安全評価基準」の整備の内容
を示した。この標準は2023年3月1日の第91回 標準委員会で制定された。

 IAEAが提唱するグレーデッドアプローチを廃止措置計画に適用するための
安全評価の手法を例示した。

安全評価における線量評価パラメータ設定について例示した。

＜今後の課題＞
網羅的な事象抽出及び類型化方法の体系化
（事象抽出／選定フローの抜本的な見直し）

概略評価及び詳細評価に使用する放射性物質の飛散率の設定方法の構築
（工事の実情を踏まえたパラメータの設定方法の検討）

主要設備に関する詳細評価の実施及び重要度ランクの例示

炉停止からの経過期間による代表評価核種選定のためのケーススタディ

被ばくリスクの観点からの耐震安全／火災防護へのグレーデッドアプロー
チの適用［2023年度以降に着手予定］
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